
ブルワーク型小型漁船の海水打込み及び

放水日に関する模型実験

吉野泰平・山本徳太郎

ブルワーク型小型漁船の模型 3隻について規則波中の自由航走模型実験を行い，相対水位の応答，

海水打込み水量，船体動揺などに対する張出し甲板やブルワーク高さの影響を調べるとともに，滞

留水が船の安定性に及ぼす影響も調査している。また，放水口及びスクーパー模型による放水口か

らの排水ならびに海水の逆流実験を行って，スクーパーの海水打込み及び排水に対する影響を調べ

た。

これ等の研究資料はブルワーク型小型漁船のブルワークならびに放水口の大きさや形状を決める

参考資料になるばかりでなく，小型漁航の安全運航の操船マニアルとしても役立つものである。

表面き裂を有する圧力容器のぜい性

破壊強度に関する研究

秋山繁•藤井英輔・大熊勇

牛嶋通雄・塙武男

鋼構造物にき裂等の欠陥が存在したような場合，材料の破壊に対する組織敏感性の理由により，

鋼構造物の破壊強度に及ぽす欠陥の影響を把握することは，構造物において考慮すべき破壊形態に

対応した強度上の安全性を評価する上で極めて重要であります。

本報告は，圧力容器に実際的に存在し得る形状である胴部内表面き裂及びノズルコーナき裂を対

象として，それら表面き裂による圧力容器の破壊強度に対する影響を実験的に検討したものであり

ます。

実験は，供試材素材の破壊挙動が弾塑性破壊挙動を呈する温度領域で主として実施しており，容

器寸法及び表面切欠き寸法（長さ及び深さ）の影響について調べ，材料の強度と表面切欠きを有す

る圧力容器の破壊強度を関係づける実験式を導いています。圧力容器の破壊強度に及ぽす表面切欠



きの影響は，容器寸法及び表面切欠き寸法から定まる表面切欠き形状係数Msにより表わすことが

でき， Msにより破壊強度を材料の強度から精度良く推定し得ることを示しています。この関数は，

低応力ぜい性破壊を呈する場合にも適用できることを示すと共に，材料の破壊靱性パラメータ (Kc

値および＆値）との関係を考察しています。

箱型浮体の拘束直進，斜航，旋回時の抵抗について

影本浩

箱型浮体は，円柱と共に海洋構造物の代表的な構成要素であり，特に近年では，大型海洋構造物

や大型海洋土木工事の出現に伴い，大型の曳航ケーソンを曳航する機会がふえてきています。しか

しながら，これまで箱型浮体の被曳航時の流体力学的特性について調べられた例は少なく，実験デ

ータ，理論的考察共に不足しています。

本論文は，大型の箱型浮体の被曳航時を想定して，曳航馬力，被曳航時の保針性，旋回性，ふれ

まわりなどの推定に不可欠な，直進，斜航，旋回時の抵抗成分を実験的に調査し，あわせて死水理

論の適用可能性について考察しています。さらに，幅，長さ，喫水，旋回半径，回頭角，水深など

を広範囲に系統的に変化させて得られた実験データを基に，実際の設計に供しうる，抵抗成分の推

定のための実験式を示しています。

水中気泡群によって誘起される二次元噴流

気泡噴流型油拡散防止装置の基礎的研究

原正一・伊飼通明・波江貞弘

水中で気泡群を放出すると周辺の水に上向きの流れを誘起し，水面で衝突して向きを変え水平方

向に広がる表面流となります。この噴流の特徴を利用して，水面浮遊物の遮断，空気消波堤，水質

改善などへの応用が従来より試みられてきました。しかしながら，これまでの研究では，潮流が存



在する場合の噴流の挙動を検討した例はあまり見受けられませんでした。

本報告では，潮流中及び波浪中で気泡噴流を油拡散防止装置として利用することを目的とし，そ

の基本特性を検討しています。まず，二次元鉛直上昇噴流について静水中の基本特性を明らかにし，

さらに潮流が存在する場合に解析を拡張して数値計算を行い噴流の軌跡について実験値との比較考

察を行っています。また，潮流中及び波浪中におかれた噴流の挙動についても調査し，噴流のもつ

消波能力及び流体力学的な拡散阻止限界流速を求めました。そして，実際の油を使用して，噴流の

作用によりいくらの潮流速まで油を遮断できるかという確認を潮流及び波浪共存中の実験によって

行いました。

資料の紹介

水中の平板に取付けた圧力変換器に
およぼす振動影響の研究

黒部雄三・吉田三雄

模型プロペラにより誘起される変動圧力を，平板に圧力変換器を取付けて計測することが一般に

行われています。しかし，平板の振動が圧力の計測値にどの様な影響を与えるのか明確ではありま

せん。

この資料は平板が一様振動している場合について加振実験を行い，振動の圧力値への影響を推定

することが可能であることを示しています。
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ディフューザ内剥離流域の熱伝達特性の実験的研究
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Experimental Investigation on Heat Transfer Characteristics 
of the Separated Flow Region in Diffusers 

(2nd Report : Experiments by Air Flow in a Two-Dimensional 
Unilaterally Diverging Diffuser) 

By 

Nobuaki WAKISAKA 

Abstract 

In this 2nd report, the experiments are conducted through the two-dimensional unilater-
ally diverging diffuser of the dimensions of the throat width b。=0.10m,the distance 
between the paralell walls W = 0.15m and the length L = 1.04m, and the diverging angle 0 
varies from O to 20 degree. The range of the 0 is different from the one in the 1st report 
experiments although the area ratio is settled nearly equal. The air driven by the fan, fully 
developed turbulent flow, inflows into the diffuser with Reynolds number Reo(DeoUo/ 11), 
defined at the throat, ranged from 5 x 104 to 15 x 104, and is exhausted through the outlet duct 
to the laboratory. 
The three types of flow regimes, Region-I, -II and -III on the diverging wall are determined 
mainly by means of flow visualization method using tuft and dry ice mist tracer. The local 
heat transfer rate on the heated diverging wall is measured under the uniform heat flux 
condition. 
According to the velocity profile measurments, it is clarified that the velocity boundary 
surface, on which u is always zero, lies steadily between the separated flow on the diverging 
wall and the diffuser main flow. Contrary to the velocity profile performance at u = 0 
position, it is proved that there is no appreciable boundary of the temperature distribution, 
because the most of the temperature difference between the heating surface and the main 
flow is given only at the very near to the heated diverging wall. Therefore, even though of 
double deck structure of the stream, the over-all heat transfer could be managed only by 
heat exchange between the separated flow and the diverging heated wall. 
Heat transfer characteristics are afresh proved to be expressed by the following formula 
h = chT 

hT is the basic heat transfer coefficient defined by the fully developed turbulent duct flow in 
the imaginary straight duct at the diffuser section. Coefficient c, independent to Reynolds 
number, is greater than unit in the separated flow region but approximately unit in the 
unseparated one. The c is shown, from the present data, strikingly to depend upon area ratio 
AR, and so could be provided as follow. 

C = /(AR) 
However compairing with the 1st report results, c is presumed still more to be a function 
of pressure recovery coefficient Cp and diverging angle 0. 
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c = /(AR, Cp, 8) 
It is therefore resulted that c would be regarded as being closely connected to diffuser 
performance. 
The investigation on these functions would be a further problem in the future. 
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1.緒言

二次元デイフューザの剥離流の熱伝達特性を調べる

ために，乱流域の水流によって二次元片開きデイフュ

ーザ (Two-dimensionalunilaterally diverging dif・

fuser)を用し・ヽて流れの観察と熱伝達実験を行なった結

果を第 1報(1)において報告した。その内容を要約すれ

ば， この形態のデイフューザでは安定な剥離流の発生

を得ることができ，適当の開き角と拡大比とを与えれ

ば咽部入口より下流に向って，領域ー I 非剥離流，領

域ーII 間歌剥離流，領域ーIII 完全発達側離流の三つ

の流れ領域を同時に順次壁面上に観察できることを明

らかにした。そしてこれ等の三つの領域に対応する局

所熱伝達率を詳細に測定した結果，剥離流域において

もその熱伝達の特性は，その時間平均熱伝達率がレイ

ノルズ数の0.8乗に依存する性質のものであろこと，し

かしその値は局所によって異なり各領域の牛与性を表わ

すことなどを示した。この熱伝達特性は発達した管内

乱流の熱伝達特性と同様のものであるので，剥離流域

を含むデイフューザ内の流れの熱伝達率をこの発達し

た管内乱流熱伝達率予測式を基準として整理し，それ

に対する比率としての特性係数をもって剥離流域の熱

伝達率を表示する事を提案した。

本報においては使用流体を第 1報の水流から空気流

に変え，幾つかの実験変数の範囲を変更した実験によ

って，第 1報で得られた結果の再現性の確認を行うと

ともに，データ範囲を拡げるものである。また流動や

熱伝達の機構の解明に資するための新らたな実験項目

も追加し，第1報の結果と比較検討しつつ総括的に実

験的事実を整理したものである。

本報内容は先に概要を発表(2)(3)したものを骨子とす

るが，実験の方法や装置，データの整理法についても

詳細に述べるとともに．デイフューザ流れの剥離流の

熱伝達特性解析のための今後の指針を与えようとする

ものである。

2.実験装置およぴ実験の方法

(156) 



2. 1 目的と内容

空気を使用流体とする本報における実験も，第 1報

におけるものと同様に二次元片開きデイフューザを用

いた。その基本形態と座標系を Figlに示す。この様な

デイフューザにおいて開き角 0および拡大比ARを

適当に選べば，図に示すD壁面側にのみ剥離流を発生

させることが可能であり，その場合の流れの様式を

Fig.2に示した。各流れの領域の特性については既に

報告(I)(4)した通りである。本報の実験の主目的は第 1

報と同様にこの D壁面側を加熱伝熱壁として，熱伝達

特性を流力的特性と共に調べようとするものである。

Y
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その手順はまず流れの状態を観察し，刻離点や流れ

領域の区分を確認し，かつテイソ土ーザの主要特性で

ある圧力回復率を測定することから始める。しかし本

報では特にそれに先立ってデイフューザ内流れの流速

分布を測定し， もって剥離流れを有する場合の流れ場

の構造を明らかにしておこうとするものである。

次に流れの各領域に対応するように D壁面上局所

における熱伝達率を測定するが，本報実験ではそれに

加えて熱伝達状態での流体内温度分布を測定すること

に依って剥離流発生時の熱移動の機構を推測する資と

するものである。

主要実験パラメータのうち第 1報と異る主なものは

デイフューザの開き角 0であって，その範囲を大きく

した事である。しかし拡大比ARの値は第 1報の装置

とほぽ同じものとなるようにした。換言すれば第 1報

に使用のものよりも短いデイフューザを用いたのであ

る。 0の値は 8,12, 16そして20度の四種を設定し併せ

て 0が零度の直管の場合も扱かった。

咽部入口の管レイノルズ数Reoの範囲は第 1報の

8 =0° 
S↑roight Duct Lineノ ‘¥I，，，，，，ヘゞミ」／’rI Table 1 Conditions of the experiments. 

Present Report 1st Report 

Fluid alr water 

Fig. 1 Geometry of two-dimensional bo m 0.100 0.040 

unilaterally diverging diffuser. vV m 0.150 0.060 

L m 1.045 0.900 

Deo m 0.120 0.048 

゜
deg 0,8, 12, 16,20 0,6,8 

bo/W 2/3 2/3 

L/Deo 8.71 18.8 

L/bo 10.5 22.5 

Lh m 0.970 0.780 

Li m 0.050 0.060 
X、s/． 

-Separated flow 
wh m 0.142 0.054 

I ][ ,~ 冨l Jr(重

＂ Uo m/s 7~22 0.3~3 
Flow regions 皿

Region-]I I Unseparated flow Reo 5~15X 104 3-15X 104 

Region- Intermittent separated flow To ℃ 15~30 16~18 Region-][Fully developed separated flow 

△T K 5~15 2~10 

Fig. 2 Flow regimes in the two-dimentional q w/m' 2~5X 102 1~1.5Xl04 
unilaterally diverging diffuser. 

(157) 
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場合と同様に発達した乱流の流入条件を満たす104以

上とし，実際には 5X 104 < Reo < 15 X 104位の範囲
とした。しかして試験部装置の寸法要目はそれに見合

うものとした。

熱伝達率の測定は第 1報と同様に一様熱流束の加熱

条件で行ない，測定法は熱流計方式は採らずごく普通

の手法を用いた。測定値は定常時の時間平均値を得る

ことを目的とし実験測定は全て完全な静定状態で行な

った。

本報における実験諸条件，装置要目等を第 1報のも

unit: mm 

のと比較して纏めて Table1に掲げておく。

2.2 装置概説

本実験装置流路系の概略図を Fig.3に示す。空気は

送風機によって駆動され，試験部流路デイフューザは

その吐出側に設けた。送風機は遠心式のもので，その

定格要目は，吐出圧400mmAq(3922Pa)，風量100mツ
min (1. 67m3 /s)であり，電動機の出力は15KWであ

る。

風量は送風機出口のダンパー（蝶型弁）によって調

節するが，空気流は直に Fig.3に示してあるような，そ

2903 1290. L1 

1 Fan. 5 Honeycombs. 9 Test diffuser. 

10 Outlet duct 

(158) 

2 Electric motor. 
3 Dumper. 

4 Meshed nets. 

a Flexible rubber duct. 
b Honeycomb. 
c Meshed net. 

6 Flexible rubber duct. 

7 Orifice. 
8 Manometer. 

Fig. 3 Installation for the experiments. 

d Slit. 
e Orifice. 
f Air flow. 

Fig. 4 Starting duct. 

11 Air flow. 

g Vinyl chloride. 
h Acryl. 
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の断面が0.8mX0.8mの風胴に導かれ，その内部の整

流格子や金網によって流れを均一化し，渦を細分化す

ると共に旋回や脈動を抑え，しかる後に絞りダクト部

を通って助走路ダクトに導かれる。この鋼板製風胴部

と合成樹脂製助走路との接合部は短いゴムのダクトと

し，送風機の機械的振動が助走路および試験部に伝わ

らないようにしてある。その助走路は流路断面が試験

部デイフューザの入口（咽部）と同一寸法のもの，す ―>i 
なわち0.100m X O. 150mで，厚さが15mmの透明アク

リル樹脂板または塩化ビニール板によって製作された

ものである。この助走路中には開口部が矩形であるオ

リフィスが流量測定用として Fig.4に示す位置に取付

けられており，その前後には整流格子やフランジ接合

部を利用して設けた多数の金網が在って流れの均一化

と安定化を計っている。この助走路部の写真を Photo

lに示しておくが，流路中にオリフィス，また下流側に

料は無色透明のアクリル樹脂板でその厚さは D壁側

のみ20mm他は15mmである。開き角度を可変とする

咽部基線部の機構は Fig.5(b)に示す通りであって，径

20mmの真鍮棒によって支えられて角度を回転する。

L
―
 

は試験部デイフューザが見える。

Photo 1 Starting duct and test diffuser. 

試験部本体のデイフューザは Fig.lに示す二次元片

開きデイフューザの基本形態に則して製作したが，第

l報と異なるのは可変壁である D壁，従って加熱伝熱

壁が水平の底面側に来るように設置した事である。そ

の配置は対流熱伝達実験上必ずしも好ましいものでは

ないが装置の取扱いの便を主な動機として決めたもの

である。 Fig.5(a)にはその寸法要目を示しておくが，材

o
q
 

bo = 100 

W = 150 

L = 1040 

Lh = 990 

Li = 600 ~ 1000 unit: mm (a) 

(b) 

Fig. 5 Test diffuser. 

デイフューザ出口に設けた接続ダクトは厚さ15mm
の発泡スチロール板製であるが，その長さしはデイフ 角度を変えた後の D壁の固定は側壁との接触部を外
ューザの開き角 f)に応じて0.5mないし0.9m位のも 側よりビニールテープで止めて密封し，側壁外側より

のを適宜選んだ。空気流は室内に放出されるが剥離逆 アングルバーで締付ける。 Photo2にデイフューザの

流が試験部で発生している時に，室内空気を吸引しな

いように接続ダクト内で十分に再付着する長さ L1を

選ぶのである。

2.3 試験部デイフューザ

Photo 2 Test diffuser. 
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写真を示すが，これは ()=ooの直管状態に D壁を設

定したところであり，かつ D壁は熱伝達実験用の伝熱
壁を取付けた場合を示している。

F壁面にはその開口幅をほぼ流路幅W に近くとっ

た計10箇処のスリットが切ってある。ここにはピトー

管または流体温度測定用温度プローブ挿入用の摺動装

置を取付けるもので，この摺動装置に依ってプローブ

のY方向， z方向の送りが可能である。 X方向の位置
の変更は摺動装置自体を各スリットに移し変える事に

よって行なう。使用しないスリットは内壁面が面ーと

なるような蓋をして塞いでおく。

また F壁の中心線上には各スリット中心線よりの

距離23mmの位置に多数の径 1mmの静圧孔を設け，

ビニールチューブ接続用のタップを付してある。

2.4 圧力と流速の測定

流路の圧力は F壁上の静圧孔によって検出された

静圧を内径 2mm,長さは 4mないし 5mのビニー

ルチューブでタップから流体切換スイッチに多数同時

に導き，一個の差圧計で順次測定する。差圧計はダイ

ヤフラム式のものでその変形鉱を静歪計で読み取る方

式である。差圧計の定格は50mmAq(392Pa)，出力

2185 X 10-6ストレイン，正負の差圧が共に測定可能で

あり，圧力差と歪量の出力の関係は士0.3以下の精度で

良好な直線関係を有する。変動値に対する応答特性は

1 Hz位である。

流速の測定には Fig.6の(a), (b)にボすような二種の

ピトー管を用いた。ピトー管先端は外径 1mm, 内径

0.8mmである。デイフューザ流路内の速度分布測定に

は主に Fig.6(b)の三櫛型を用いた。ピトー管で検出さ

れる流体総圧はやはり流体切換スィッチにビニール管

で導き，ピトー管先端位置に対応する F壁の静圧との

(a) (b) (C) 

し`

Fig. 6 Pitot tubes and temperature probe. 

3. 

a. Thermocouple. b. Copper plate. c. Bakelite. 
Fig. 7 Heating wall. 
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差圧，すなわち動圧を差圧計で直接検出して読み取る。

流速測定にはその差圧計の外に流速 4m/s以下の低

速域では別の高感度微風速計を主に用いた。これは同

じくダイヤフラム式であるが定格 7mmAq (69Pa), 

応答特性はより高感度(lOOHz)のものであり，流速零

付近まで正確に，かつ変動値に対しても良好に追従し，

しかも流速値が直接デジタル表示されるものである。

2.5 流れの可視化観察

可視化による流れの観察にはタフト法とドライアウ

スミストトレーサ法(5)を用いた。方法と装置について

は実験結果とともに一括して後述する。

2.6 伝熱壁の構造およぴ流体温度分布測定法

熱伝達率および流体側温度分布の測定は D壁を一
様熱流束で加熱して実施する。そのための D壁として
の伝熱壁は Fig.7にその寸法要目を示し， Photo3に

その外観写真を示しておくが，ベークライト製の枠に

長さ0.990m (0. 95L)，幅0.142m(O.95W)，従って伝熱

面面積ふ＝ 0.1426m切厚さ 3mmの銅板を組込ん

だものである。これによる伝熱加熱区間はデイフュー

ザ入口下流0.05mから出口端までの X方向全域であ

る。伝熱面表面温度測定のためには，この銅板の背面

に外径 1mmのステンレスシースに被覆された熱電
対 (TCと略記する）を埋込んで，表面から 2.5mm

の深さの温度を測るようにした。 TCの先端は丁度銅

板の中心線 (Z= 0.5W)に来るよう半田付をし， X方
向の間隔は50mmにとって計19箇処の位置に設けられ

てある。この TCは更にその 3箇処を選んで中心線上

から，対称に約40mmZ方向に離れた位置にも取付け

た。これは Z方向の測定値の差異を見るためである。
その位置は Fig.7とTable2に示す通りである。なお

各TCは上流側より番号 k(k = 1, 2, 3, 

Table 2 Positions of the thermocouples 
in the heating wall 

こ。。 X (mm) Z(mm) 

80 12° 16° 20° 

1 70 69 68 67 66 75 

2 120 119 117 115 113 75 

3 170 168 166 163 160 75 

4 219 217 214 210 206 30 

5 220 218 215 211 207 75 

6 221 219 216 212 208 127 

7 270 267 264 260 254 75 

8 320 317 313 308 301 75 ， 370 366 362 356 348 75 
10 420 416 411 404 395 75 

11 470 465 460 452 442 75 

12 520 515 509 500 489 75 

13 570 564 558 548 536 75 

14 620 614 606 596 583 75 

15 670 663 655 644 630 75 

16 719 712 703 691 676 30 

17 720 713 704 692 677 75 

18 721 714 705 693 678 127 

19 770 763 753 740 724 75 

20 820 812 802 788 771 75 

21 870 862 851 836 818 75 

22 920 911 900 884 865 75 

23 969 960 948 931 911 30 

24 970 961 949 932 912 75 

25 971 962 950 933 913 127 

Photo 3 Heating wall. 

Z = 75mm = 0.5W is on the centre line 

of the D wall. 

25)を付して呼び TC-Kまたは単に Kと称することに

する。熱電対は全てクロメルアルメル (C-Aと略記）

のJIS1級の検定済のものであり，その起電力は多点
切換式のデジタルポテンショメータで読んだ。その読

取り精度は 1μV,すなわち温度換算にして0.025Kで

ある。

ヒータを内蔵するその伝熱壁の構造は Fig.8に示す

載断図の通りである。ベークライトの枠上に固着した

(161) 
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伝熱面の銅板からは TCのリード線が側方から外に導

き出されるようになっている。銅板の背面には電気絶

縁用の厚さが約 3mmの雲母板層を狭んで，その面積

がほぼ銅板面積に相当する厚さ0.1mmのステンレス

薄板が主ヒータとして押付けられている。主ヒータの

電気抵抗 Rhは0.1170（実験条件範囲）であり，これに

変圧器で調節される交流電源を通電し発熱させる。主

ヒータの背後は厚さ 5mmの発泡スチロール板（熱伝

導率0.05w/mK)で断熱し更にその背面に主ヒータと

同一のステンレス薄板が副ヒータとして取付けられて

いる。これは主ヒータと副ヒータの温度が同一となる

よう副ヒータの通電量を加減し，ょってもって伝熱面

背後への熱移動を抑えようとするものである。従って

両ヒータにも TCが取付けてあり温度の看視用とし

た。副ヒータの背面には更に発泡スチロール板を置き

断熱し，背面に薄いベークライト板を置いてその面上

に板バネを狭んで後蓋で押えてヒータセット全体が銅

板に押付くようにした。主副両ヒータの温度差は実験

ではO.lK以下に調整するのを目安とした。

流体温度の測定には Fig.6の(c)に示すような形の温

度プローブをピトー管の場合と同様にF壁面上の摺動

装置からスリットを通して流路中に挿入し，加熱D壁

面に向って送りつつ測定する。プローブ先端は径 1

mmのシースに被覆された C-A熱電対である。デイフ

ューザの入口と出口における空気流の温度は別に専用

の外径 1mmステンレスシース被覆の C-AのTCを

それぞれ流路中に挿入して固定してある。

Fig.9は主に伝熱実験時における計装配置の略図で

ある。

cz 

1

2

3

4

5

6

7

8

 

Fig. 8 

Sheathed thermocouple. 

Heating plate of copper. 

Mica plate. 

Main heater of stainless steel 

plate of 0.1mm thickness. 

Auxiliary heater same to the 

main heater. 

Insulations. 

Spring. 

Bakelite. 

Structure of the heating wall. 

1

2

3

4

5

 

Inclined manometer. 

Orifice. 
AC lOOV for the auxiliary heater. 

Slide resistance. 

Digital potentiometer. 

6 Minute thermometers. 

7 Temperature junctions. 

8 Lead wires of the thermocouples. 

9 AC 200V for the main heater. 

10 Heating surface. 

11 Pitot tubes. 

12 Temperature probe of thermocouple. 

13 Exit thermocouple. 

14 Strain meter. 

15 Difference pressure gauge. 

16 Fluid switch. 

17 Vinyl tubes for static pressure. 

18 Inlet thermocouple. 

Ammeter. 
Volt meter. 
A

V

 

Fig. 9 Devices for the measurements. 
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3.実験結果

3. 1 流量測定

流路断面平均流速は実験諸結果の整理に当っては基

本量となる重要な測定値であるから，その元となる流

量の測定法について梢々詳しく説明しておく。

本実験では送風機の吐出側においてオリフィスをも

って流鼠を測定したが，測定部は矩型断面の助走路を

そのまま用い，その断面形に合わせて開口部も矩型の

オリフィスを用いた。この様に非円型の開口部を持つ

オリフィスの流量係数については報告(6)もあるが，い

ずれにせよ特殊のオリフィスに属し， とりわけ本実験

で使用したものは規格製品の場合のような高精度の加

工に依るものではないので，風量の検定測定を実施し，

予めオリフィス差圧と流量の関係曲線を求めておく事

にした。

一

， 
分し，各区割の中心の流速を測定しその積分値から流

量を求めるものである。

このようにして求めたオリフィス差圧と風量の関係

曲線からこのオリフィスの流量係数瓜（収縮係数と膨

張による修正係数の積，但し本実験の場合後者はほと

んど 1) を各風量測定点で算出した例がTable3に示

すものである。この風量域では a叶まほとんど一定の値

を示し本オリフィスの流量係数代表値を il'G= Q. 660 
と定めて測定されたオリフィス差圧により流量を算出'

しても誤差は表の様に極めて小さいと言える。ちなみ

にその函は同一の開口比を持つ円型オリフィスの流

量係数算定値に極めて近い値である。しかし風泣が

Table 3の最低のものよりも少ない，すなわち0.15m3/ 

s以下の場合には aGの値は流鉱に依って少しずつ異

なった値を持つので，低風量域においては測定値によ

る差圧—風量曲線を直接読むことにした。最小流凪

0.100m町s程度での水柱差は45mm位で傾斜マノメー

タに 2倍に表示されるので水柱の読取り誤差は高々

3％以内と見積られる。

なおここで試験部デイフューザにおける流速とレイ

ノルズ数の概略の換算例を Table4に示しておく。

Table 3 Measured orifice coefficients. 

Gv (m刃s) aG 知 Iac (%) 

i i.0¢ 
＇ ~ Copper Pipe 

/cノ BrossPio↑e Orifice 

Fig.10 Rectangular plate orifice in the 

rectangular starting duct. 

使用したオリフィスの寸法形状と流路への取付状態

をFig.10に示しておく。オリフィスの差圧は上流側，

下流側共に四周壁各 1点の静圧測定孔よりの圧力を集

合し，しかる後に傾斜式水柱マノメータに導いて差圧

を読取った。風量の測定には JISの送風機試験法の風

量検定法叫こ準じた流路内風速分布測定による方法を

用いた。すなわち Fig.4の図に示すオリフィス上流0.5

mの位置の助走路のスリットを利用して Fig.6(a)のピ

トー管を流路に挿入し，オリフィス上流0.523mの位

置の流路断面の速度分布を測定する。流路断面は20等

0.158 

0.188 

0.212 

0.238 

〇.247

0.254 

0.670 

0.647 

0.655 

0.671 

0.659 

0.663 

+1.5 

-2.0 

-0.8 

+ 1.7 

-0.2 

+0.5 

dG 

Table 4 

0.660 

Correlation between Reynolds 
number and mean velocity of 
the test diffuser. 

0 (deg) I Reo x 104 I Uo (m/s) U1 (m/s) 

8

2

6

0

 

l

l

2

 

6

8

9

0

 ー

5

6

7

8

 

2.4 

2.5 

2.3 

2.2 
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3.2 速度分布

3. 2. 1 流速の算定法

流速の測定は全て Fig.6(a), (b)に示すピトー管に依

った。これらのピトー管を F壁面より垂直に流路に挿

人するから検出する総圧かは常に X軸に平行の成分

である。つまり流れが拡大して行く場合でも測定流速

は流れ方向そのものの量ではなく X軸に平行な成分

である。

差圧計によって流速を測定するときはピトー管先端

のX方向位置と同一の F壁上静圧孔よりの静圧Psと

p心の差すなわち動圧を差圧計，静歪計で直接読み取

るが，流れが定常状態にあっても乱流成分やその他流

れ領域の特性による変動成分の影響で， この静歪計の

指針はある変動範囲内を周期的に振れている。したが

って周期的変動幅のうち最大の指示動圧を Pdl，最小

のそれを Pd2とするとき時間平均値Pdを次の様に定義

するものである。

pd= 加＋pd2
2 

(1) 

しかし局所の流れの状態によっては指針が変動幅の

一方の端に時間的に片寄ってほとんど数秒静止するか

の様な場合がある。この様な場合には時間的に長い一

方の端値を pdと取った。

(1)式で定義した動圧加によって時間平均の X方向

の速度成分 l"lを次式で与える。

” ＝ : (2) 

逆流域に入ると流れは上流に向いたままのピトー管

の背後より来るので検出差圧PdlやPd2は負の値を示

すことがある。この時の差圧は負の流速に対応する動

圧として pdと区別し， pd＊と表わすこととし次式で定

義する

Pd*= 
-ipdl +pd2| 
2 

(3) 

この動圧pd＊も形式的に速度に換算することとし， g

と区別して凡＊に対応する負の流速rとし次式で与
える

が＝ーロ加「
p 

(4) 

この様な逆流中のピトー管，流れに背を向けたピト

ー管の特性については現在のところ明確ではない。し

たがって『は逆流の速度をそのまま与えるものでは

ないが少なくとも速度の形に換算された逆流の度合を

表示するひとつの値と言える。

(164) 

この測定法では逆流域に入って a<oと思われる
部位においてもなおピトー管の検出する動圧は正の値

を示し続ける事がある。これは流れ方向との関係やピ

トー管の太さ，または測定系の応答特性の関係から変

動成分 u',v',w'を拾っているための影響が作用するも

のと考えられる。特に主流と剥離流の界面，あるいは

領域ーIIの間歌剥離流域ではその影響は大きいと考え

られる。

そこで本実験では ii=0付近の流速は正逆両方向

ともに高感度微風速計の方を用いて測定し，流速がほ

ぼ4m/s以上またはそれに相当する逆流速の域にお

いては上記の差圧計と静歪計の方式で測定したもので

ある。微風速計による負の流速値と pd＊による『の値

は必ずしも一致しないが， は上述の様な定義量であ

り微風速計の指示値はより正確であるから，同一位置

の値の比較に依って を微風速計の値に合致するよう

に補正して負流速（逆流および逆流相当）域の速度分

布を画くようにした。

3.2.2 デイフューザ内の流速分布

Fig.11に示すのはデイフューザ入口（咽部）の上流

0.277mの助走路の速度分布の測定値である。この図

から速度分布はレイノルズ数には依らず全く同一の形

であることが示されている。またその速度分布の形は

管内乱流の形をしているが有効面積比でみると E。=

0.75位でレイノルズ数に較べて梢々凸の格好となって

いる。これは Fig.11の(b)のZ方向の分布でよりよく伺

ぇ，従ってこの位置では未だ上流のオリフィスの開ロ

部での縮流の影響が若干残っているものと思われる。

しかし()= 0゚ の直管状態でのデイフューザの咽部よ

り僅かに下流の X= 0.017mの位置における Y方向

速度分布は Fig.12に示すように中心部の凸状はかな

り平坦化されてほぼ完全に発達した流路内乱流の速度

分布形を有するものと認められる。ちなみにここでは

E。=0.85位である。

この様に十分発達した乱流がこのデイフューザに流

入する時，開き角 0によって流れは拡大し圧力は増大

してやがて剥離流を発生することになるが，その場合

の速度分布の測定例を以下に示す事にする。

Fig.13は()=16゚ のときの大きく剥離逆流を生じて

いる下流域での主流部分の速度分布の測定例である。

この様に主流部分では流入分布とほぼ同様の形を保ち

つつ下流出［ ］に平るが、 Y方向への拡大と減速によっ

て速度欠捐が発達し，凸状u)やや強い形状に変化して
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Fig.11 Velocity profile in the starting duct. 二逗ご

来ている。またこの図は剥離流発生域でも主流部分速

度分布はレイノルズ数には依らない事の一例証となっ

ている。

剥離逆流域における速度は負の流速酎で形式的に

与える処理法については前項で述べたが，これによっ

てY方向全域の速度分布を与えると，剥離流の生じた

デイフューザ内の速度分布の様相が明らかとなる。

Fig.14は 0= 16゚ において測定値速度分布の入口より
出口に向っての遷移の様態を示した例である。この様

な速度分布測定値は時間平均値として全く固定した定

常的なものである。咽部入口では既に見た様に Y方向

（及びZ方向）に対称な分布で流入して来ているが， D

Fig.13 Velocity profile of the main flow in 

the region of separation occured. 

壁の開き出しのため D壁面上の流れ，境界層流の減速

は他の壁面におけるものより著しいので Fig.14の(a)

に見るように領域ー Iの非剥離流域では Y方向に非対

称な凸形分布として発達する。

測定は Z方向にも中心より両側に40mm(0.27W)の

位置で行なっているが，その流速分布は中心線上の分

布とあまり変わらない。すなわち Z方向への速度分布

の変化は X,y方向のそれに較べて小さく流れの変化

は二次元的であると言える。

この Fig.14(a)のX= 0.317mでの測定では D競面
近傍の流れは零または負になっているかもしれないい

(165) 
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゜Fig.14 Variation of velocity profile of the separated diffuser flow for()＝16゚．

で，既にこの位置で剥離流の朋芽があるものとも考え

られ，領域ーIIの間歌剥離流域に入りつつある位置ある

いは剥離開始点Xiの近傍とも思われる。

Fig.14 (b)は領域IIに完全に入った位置での測定例

である。負の速度分布『が示されているが実際の時間

平均の流れは逆流とはなっていない(1)(4)。これはこの

間歌剥離流の流れ場における激しい三次元的渦の運動

のためこの域の圧力がF壁面上の静圧よりも低く，そ
のため加が負として与えられるので ii*として取扱わ

れ，あたかも逆流の平均速度が存在するかのように表

示されているものである。この領域では Z方向の速度

分布の差異がその上流におけるものより大きくなって

いる。これは間歌剥離流域の三次元性の強い乱れの影

椰で流れが捩れ易くなっており，咽部に流入時に僅か

に残された上流の速度分布の偏奇が，ここに至って増

幅されたためと考えられる。

Fig.14 の (c) は領域— II の後端，（d）は逆流の発生した
領域— IIIの速度分布図である。ここでのかの速度分布
は実際の二次元的な定常的逆流を示すものである。主

流，剥離逆流とも定常的であるから a=oのY方向
位置は固定している。この a=oの位置は領域ーIIに
おいても同様に固定しているがこれらの結果は水流に

よる可視化観察結果とも良く照応している。

またこの領域—IIIの位置に至って，領域ー II の速度分
布よりも Z方向の変化が再び小さくなっている。すな

わち間歌剥離流域での増幅されていた流れの捩れが復

元されて二次元的な流れの特性が強まっている。

以上に見るように D壁面上に剥離流の発生した時，

デイフューザ内の流れは， Y方向に主流部と剥離流部

とに画然と分割され， X方向には並んで存在してい

る。これは 0が異っても同様であり Fig.15,Fig.16そ

して Fig.17にそれぞれ 8= 8 °, 8 = 12゚ および 8=

20゚ の出口に近い X= 0.817mの位置での速度分布測

定例を示しておく。 Fig.15ではこの位置で領域ーIIの

初期の状態に入りつつあるとも考えられるが断定は出

来ない。

X=817mm 

。°

゜゚
ー(
E
E
-
A
 

200 

0.5 シl.O u。
0=8° 
Reo=9.Sxlcf 

Z(mm) 

△ 35 
o 75＝怜w
口115

Fig.15 Downstream velocity profile for()＝8 

Fig.16は領域ーII,Fig.17は領域ーIIIの速度分布を表

わすものである。

(166) 
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は既に述べた。しかしこの境界域では瞬間的な速度の

変動幅はかなり大きい。そこでaのみならずその変動
幅も併せて表示した測定例を Fig.18に掲げておく。こ

れは Fig.14(b)に対応するもので境界付近の変動幅の

大きさ，その位置が如実に解るであろう。剥離域では

Uの変動はかえって小さく示される。

一拿

u1u。X=817mm
.:.0.3 0 
I I 
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Fig. 18 Velocity fluctuation near the u = 0 position. 
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400 

Fig.17 Downstream velocity profile for()＝20°. 

がが領域ーIIIの逆流か領域ーIIの間歌剥離流かはこ

の時間平均値速度分布図よりは判別し難いが，流れの

領域区分は後述の流れの可視化観察の結果を照応した

ものである。

主流部と剥離流部との境界，即ち u=o付近で速度
分布は時間平均値は定常的で固定した分布であること

゜
5
 

(
E
E
)
A
 

Zcmm) 
35 75 115 

no 
heating△ 0 ロ

悶孔）4. ■ 

Fig.19 Difference of velocity profile on the 

heated D wall from on the unheated 

one. 
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なお伝熱実験時の D壁加熱の場合でもレイノルズ

数が大きく従ってペクレ数も103以上と極めて大きい

ので加熱，非加熱による速度分布に差異は出て来ない。

しかし領域ーIIでは主流と剥離流の激しい混合のため

か，浮力等の効果が作用するためか，若干加熱された

壁面の影響が現われて，速度分布の形状が少し歪んで

来る。 Fig.19はそのような状況を示す測定例である。

しかし形は少々歪むものの，a=oのY方向位置など
にはあまり変化がないので主流部と剥離流部分の区分

を変えるものではない。

3.3 流れの可視化観察

速度分布測定に加えて，デイフューザ内流れの概観

と流れ領域の判定のため本報ではタフト法とドライア

イスミスト法による流れの可視化観察を行なった。

タフト法には裁縫用の絹糸（手縫糸 9 号—J I S)を

長さ25mmに切り， D壁面上に X方向にその 5mm 

の部分は張り付け，残り20mmを下流方向に靡かせた。

その位置は D壁面中心線上とその両側40mmの処の

Z方向に計三箇処，すなわち 3列である。X方向の位置

間隔は50mm毎とした。また一部は流路中に Z方向に

径0.5mmのエナメル線を展張し，そこに絹糸を同じく

20mm靡びかせるように取付けた。

Photo 4 Behaviour of tufts in the 
()＝12° diffuser, Region-I and 
Region-II, Reo= 11 x 104. 

もありぼやけて写っている。またこれらの挙動を示す

タフトは時間的に間歌性があり，さらにその位置も時

間的に異って一方が立上がれば他方は寝ておりといっ

た風である。領域ーIIIではタフトの重さと弾性のため逆

流方向にまでは靡かないが捩れ上ったり立上ったタフ

トはあまり動揺せずそのままの形を保っていたり，ぁ

るいは壁面に少し腕曲して張りついたまま靡きを見せ

ず静止している。これらは定常的な逆流の作用による

ものである。

ドライアイスミストをトレーサとしての観察には，

大容量のミスト発生器を用意できなかったので，主に

剥離流側の様態のみ観察することにした。しかして

Fig.20に示すようにデイフューザの D壁側の出口端

にスリットを設けて，そこからドライアイスミストを

実験室よりは低圧である剥離逆流部分に流入させた。

diffuser outlet duct 

1 Main flow of air. 
2 Separated reverse flow. 
3 Dry ice mist tracer. 

4 Dry ice mist generator. 

5 Water. 
6 Dry ice blocks. 

7 Blazing fire. 

8 Air flow discharged. 

Fig.20 Apparatus of flow visualization 
through dry ice mist tracer. 

非剥離流の場合壁面上のタフトはほとんど壁面に張り Photo 5から 7までに示すのはこの逆流の様態であ

付いたように X方向に真直ぐに伸びている。 Photo4 り， D壁面に沿って咽部に向って逆登って行くドライ

は()=12゚ の間歌剥離域を示すタフトの挙動を示すも アイスのミストが白く写っている。いずれも()=16° 

のでD壁の下流方向中程よりのタフトは捩れたり壁 における観察であるが， Photo6に見る様に領域ーIIに

面より持上がったりしている。なお細く振動上のもの 達する場合は拡散が激しく薄くぽやけて写ってしまう

(168) 



Photo 5 Dry ice mist tracer flowing with 
the separated reverse flow on 
the diverging wall in the(}=16° 
diffuser, Reo= 11 x 104 

Photo 6 Dry ice mist happens to reach the 
Region-II in the()＝16° diffuser, 
Reo= 11 x 104 

し，多くの場合は剥離点 Xs付近で止まるか押し戻さ

れるように見える。そして Photo5とPhoto7で見る

ようにその位置は概ね Xs= 0.65m位である。このト

レーサの流れに塊が有り濃淡に写っているのはスケー

ルの大きな渦のためとも考えられる。またこの様な瞬

間写真では主流と剥離流の界面は波状となっている。

従って微小時間間隔で見れば界面は波面状に振動して

おり，時間平均の固定的な u=oの界面を中心に周期

15 

Photo 7 Behaviour of dry ice mist in the 
separated reverse flow, the boundary 
to the main flow shows wavy figure. 

0= 16° and Reo= 11 X 104 

的運動をしているとも見倣せる。そしてこの事が既に

Fig.18に示したように u=o付近でのピトー管によ
る速度の測定値に大きな変動幅となって示されたもの

と解釈できる。

ドライアイスミストトレーサーの流入距離やタフト

の挙動差より判定した XiやXsの位置の測定結果を

Table 5に示しておく。但しこれはタフト取付位置間

隔の50mm程度を誤差範囲として持つものである。そ

してまたタフトの剛性よりも弱い力しか作用しないご

く初期の間歌剥離流の発生はこれによって検出できな

い。事実本実験での速度分布の測定結果からすると実

際の Xiの位置などは Table5で示すものより更に50

mm以上上流に在ると見倣せる様にも思われる。しか

し本報の以後の Xi,Xsの位置は Table5 vこ依る事

にする。

3.4 圧力回復率

圧力回復率は咽部断面における静圧 Ps。と F壁面上

のX方向局所の静圧 Psxとの差圧を直接測定し次の定

義によって算出した。

Cp = Psx-pso 
1 
2 
-pu。2

(5) 

Table 5 Positions of separation occurence. 

0 = 1 2 ° 0 = 16° 0 = 20° 

X (m) AR X (m) AR X (m) AR 

Xi I 0.43 1.9 0.35 1.9 0.25 1.8 

Xs I 0.65 2.8 0.55 2.9 

(169) 
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Fig.22 Measured pressure recovery coeff{cients 

for()＝12° 

伝熱実験は接続ダクトを取付けた状態で実施してい

るからここでも同様に接続ダクト付きで測定したが，

接続ダクトの無い場合も併せて測定しておいた。

Fig.21から24までは f)を8度から20度まで 4度毎

に変えた場合の測定結果を示すものである。全て

Reo > 10切状態であり Cpはこの範囲ではレイノル
ズ数に依存しないから， Reoはあまり変えていない。

しかし二次元片開きデイフューザの圧力回復率の測定

例は少ないからこれらの図は有益な資料のひとつとな

るであろう。図中に示す破線はデイフューザ効率ndで Fig.25 Pressure recovery coefficients and diffuser 
あり次式で定義されるものである。 efficiencies of the test diffuser with outlet 

”d = 立＝ 1 
Cpt 1 -(AR) -2 (6) 

Fig.25はFig.21から24までを纏めて示したもので

ある。これらの測定結果から 0が小さい時は接続ダク

トの有無に依る Cpの差異はほとんど顕われていない

がFig.24の fJ== 20゚ の場合のように剥離流の発生が顕

Pu, 

0.5 

parame↑er 8 
§.o ____ --------

‘” 
.“' 
一,,,,,,.'~---------_::: --------- --8° 

/ -----/，，.,,. 

ヽ
ク，，

-.,,.――返゚ク多二三：苓~--
d
3
 

Cp 

--- "7d 

L
O
 ゜

0.5 1.0 
X (m) 

duct. 

著でCpは小さいとき接続ダクト装着による圧力回復

率の向上の効果が伺える。接続ダクトはデイフューザ

の性能向上策として既に良く識られており，接続ダク

ト中でも圧力の回復はなお相当に継続されている測定

(170) 



例(8)も示されている。

Fig.25に依れば 0= 20゚では Cpが甚しく低下して

いる事が明らかであるが，速度分布の測定例が示す様

に 0= 16゚ の場合と主流幅はほとんど同等であるから
Cpの低下は当然で，この 0= 20゚ の場合は完全剥離流

域というよりも噴流域として分類される域に達してい

るのかもしれない。

3.5 熱伝達率

3. 5. 1 熱伝達率の算定法

熱伝達実験は実験パラメータをレイノルズ数 Reo

と開き角 0とし， Reoは4ないし 6段階の値を与え，

0は既に流力特性実験に選んでいる 8゚， 12゚， 16゚ そして

20゚ であるが，実験実施上は更に加熱熱流束 q心変えて

おいた。その様に Reo,0とqtを設定した測定を 1ケ

ースとして，データ再現性の確認のための同じケース

の繰返しも含めて合計約100ケースの測定を行なった。

測定は完全な静定状態で行なうもので、特に温度指示

値は全く変動しない状態を設定するようにした。 1ケ

ースの静定に要する時間は 2ないし 3時間であるが測

定は10分以内で終了する。

局所熱伝達率hは入口空気温度 Toと壁面の局所の

各 TC番号熱電対指示値 Twを読み，ヒータ通電斌 I
を測定し次式のようにして求める。

Qt= 12 Rh 

qt =QtIAh 

(7) 

(8) 

△T = Tw-To (9) 

h= 入Nu=~＝ルゴし
De △T AT 

(10) 

流体側の温度は壁面温度測定位置に対応した X方

向局所の主流温度または混合平均温度を採る可きであ

るが，それ等は入口空気温度 Toとほとんど変わらず，

△T として取った値に較べて無視し得るものなので(9)

式の様に流体側温度は一律に Toとしたものである。

またヒーターのステンレス薄板の Rhは実験範囲でほ

とんど変化しない。

(10)式において qCは実験対象の強制対流熱伝達の熱

流束， qは加熱熱流束のうち qC以外の要因で放熱され

る熱流束，すなわち放熱損失である。通常装置の断熱

性の良い事を見込み，また実験条件を自然対流や輻射

による伝熱の影脚が無視できるように設定する事によ

り，測定値 qぷり(10)式において q1を零と見倣した算定

がしばしば用いられる。しかし当然ながらこのように

して整理したデータはしばしば実際よりかなり大き目

の値となってしまう。それはこの様な強制対流熱伝達

17 

実験装置からの放熱損失を無視し得る程小さくするこ

とは事実上容易でないからであり，何等かの方法によ

りこの量を評価しておかねばならない。

(10)式からも主ヒーターによる加熱凰 Qtは

Qt = QC +Qz (11) 

と表わされるが強制対流以外の過程による放熱は QI

は更に

Ql = Qa +Qr+Q/ (12) 

と分けて考えられる。

これらを全て伝熱面面積 Ahで除した熱流束の形に

書き改めれば

qt= QL=Q己Ql
ふ Ah

= qC+ql 

=h△T+q1 (13) 

q[ =qa +qr+q[ （14) 

q辻 qはそれぞれ自然対流と輻射による伝熱熱流

束で△Tの関数である。 q［は装置より熱伝導と自然対
流と輻射によって周囲に放熱されるものでヒータ温度

と周囲空気温度の関数でヒータ温度範囲があまり大き

くなければ事実上装置固有の一定値と言ってよいであ

ろう。また流速が大きく hがある程度以上に大きく，

かつ△Tが小さ目ならば qaとqTのqeに対する値は無

視できる程に相対的に小さくできる。 ql'の△Tによる
変化は qtの△Tによる変化に較べてはるかに小さい。

この様に ql一定値としてよい場合には△T-qtU:)線

図上に直線の傾斜角 aの正接で与えられる熱伝達率

hは， Fig.26で示すように P'とP"に相崎する 2点り

qtと△Tの測定を行なっておけば，ずなわち qI',q/', 

△T'そして△T’'を求めておけぱ

q(w1nf) 

.1T(K) 

Fig.26 Principle of determing forced convection 
heat transfer coefficient deleting the 
heat loss. △T-q1 diagram. 

(1 7 1) 
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h = g = g ” = q c―q c 
△T'AT" △T”―△T' 

= （q’'t -ql) -（q't―ql) 
△T"-AT' 

= q’'t―q't 
△T"-AT' 

(15) 

の様になり qlの値は直接解らなくてもその影饗を除

去して強制対流熱伝達率hが求められる。また qiの値

も従って求められる。加熱範囲が大きく qtの差が大き

いと q心変化して定数として扱えないから Fig.26の

関係はくずれて，（15)式は成立しなくなる。実際の実験

上は 3点以上の測定をして直線上に乗る事を確め ql

が一定値かまたは△T と直線関係である事を見てお

く。知や qふ△Tに比例するものとして扱えるが，そ

の場合にはそれらの伝熱率も角度 aに含まれている

ことになる•。しかしこれらの影薯は前述の様に実験条

件の設定で小さくすることも出来，また補正も可能で

ある。

3.5.2 直管の熱伝達率

開き角を変えてデイフューザ状態の測定をするのに

先立って， まず()= 0゚ の直管状態の熱伝達率を測定

しておく。直管内の乱流熱伝達に関する資料は豊富で

4
 

3
 

2
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a
E
¥
M
)
1
b
 

xlO 
2 

゜゚

8 =0° 

Reo= 1.086~1.093x 10 
5 

①礼彦 k

5 
△T(K) 

＠＂ 5
 
し

Fig.27 • T —qt diagram of the 0= O'heat 
transfer experiments. 

あるから測定精度の検討の上でも，以後の解析の基準

としても重要な測定である。

Fig.27に示すのは f}= 0゚でReoをほぽ1.1X 105の

一定値に保ち qtを3点取って測定した△T-qtの関係

図である。各熱電対番号 Kにおいていずれもほぼ完全

に一直線上に乗っている。のみならず各位置間の qlの

差も少なく装置の放熱損失熱流束はほぼ一様とも言え

る。

この線図により熱伝達率hを算出した結果を Fig.

28に示す。加熱開始点は X= 0.05mの位置であり入

□より下流に向って急激に hが低下する温度助走区
xlO 

~ 0=o・ 
xl04 ， X

Z
E
A
>
 

10 

、...5 
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Fig.28 

0.5 1.0 
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Heat transfer coefficients along X 

axis in the rectangular straight duct. 
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Fig.29 Correlation between h and Reo in 
the rectangular straight duct. 
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間の熱伝達を示し，下流に至って hはほぽ一定値とな

り完全に発達した状態となっている。また Fig.29にh

とReoの関係を示すように乱流管内流の熱伝達の特

性を示している。

この十分発達した乱流の円管内熱伝達に関しては周

知の Dittus-Boelterの式がよく使われ，等価径を用

いる事により非円形断面管にも適用できる。

すなわち加熱壁による場合は

N ufd == 0. 023Pr0・4 Re゚．8 (16) 

本実験の測定値をこの式と比較するために空気の熱

伝導率入と等価径Deoで無次元化したスセルト数に

換算して Pr0・4Reo゚．8に対する比率を取って(16)式の係
数との差を見たのが Fig.30である。十分発達した下流
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present experiment with predicted N usselt 
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pipe flow. 
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Fig.31 △T-qt diagram of the()＝8 heat 
transfer experiments. 
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域において測定値による値は0.0265であり(16)式の与え

る値より 15％ほど大きい。この原因は自然対流や輻射，

特に前者の影響が作用しているためと思われ，その割

合は 5ないし10％位と見積られるので本測定はかなり

良好な精度を持つものと言えよう。

温度助走区間の熱伝達率については既に著者の与え

た実用式(I)

Nu= c3 Nufd (17) 

e3 = 1.30（ん）―0.15
X 

De 
く 5.75 (18) 

を今後も用いるが，この e3の算定値を Fig.30に画入れ

ておいたものは実測値に極めて良く一致している。

3.5.3 放熱損失の見積り

(1) 0 = 8゜における熱伝達率
Fig.31に示すのは 0= 8゚ のデイフューザ状態での

熱伝達実験の△T-qt関係線である。 Reoはほぼ一定

に保ち qtが150w/m2から500w/m八△Tが12K位まで

の測定であるが，よく直線に乗り，この範囲では各TC

番号位置毎に qLの近似値が推定できる。これにより算

定した測定値hを示したのが Fig.32であるが流路の

拡大による流速の低下のため下流出口端に至るまでh

は減少し続ける。図中の破線はデイフューザ局所断面

に対して(16)式，（17)式をそのまま適用した後述の基準値

比であるが，本デイフューザでは流れがほとんど非剥

離流であるのでh丑こ比較的良い一致を示している。

Fig.33に示す hとReoの関係は下流域でh区 Re゚．8か
ら少しずれて来ている。これは流れの拡大による速度

分布形の変化のためも影響するが，熱伝達率の低下す

る下流域の低レイノルズ数域では自然対流の影響が相
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対的に大きくなっているためと考えられる。

(2) q心去と¢法

これまでは熱伝達率測定値を3.5.1で述べた手法で

算出して来た。即ち個々の TC番号位置での qlを求め

てhを計算していた訳である。以後この方法を q心去

(q1k method)と称することにする。

しかしながら以後の実験では諸般の事情により q位

法に適する Reoのよくそろった測定ケースを十分に

得られなかったので伝熱壁の平均的な放熱量dlを見
積もっておいて，その値を一律に用いて hを算出し

Reo xlO 
4 

15『三oi履： 9•g 贔：
6̀ -—ぷ
[＇゚... -. 

゜0 2 5 8 10 12 14 17 20 22 I 3 7 9 11 13 15 19 21 24 

T. C. Number k 

Fig.34 Derived heat flux losses at the several 

thermocouple positions from measured 

△T-qt diagram. 

た。この手法を以後¢法(Q1method)と呼ぶことにす

る。

Fig.34に示すのは上記の q心去で求めた各TC番号

での qlの値である。これは f)= 0゚ におけるものより
もTC毎の qlの変化が大きいようである。その理由は

以下の様に考えられる。

まずReoが大き<hの大きい程qLの値は小さい。こ

れは hが高いほど主ヒータの発熱分は強制対流で持

去られ装置よりの放熱割合が減少するためであろう。

一方 Kの順番に見て行くと上流端側では qlの値は大

きく Reoすなわち hによる差は小さく一定値に近い。

これは伝熱壁の構造上銅板がベークライト（熱伝導率

約0.2w/mK)の枠に広く接するようになっていて直接

熱伝導で逃げる熱量割合が主となっているためであろ

う。従って下流に行く程qlは減少し，また Reoの影響

は増える。下流端に近い TC位置では再びqlの値は増

大気味である。これは同一Reoでも下流域程熱伝達率

hは減少するのでqlの割合が増えるためと考えられ

る。

その様に実験条件と TCの位置でqlの値は異なっ

てくるが概観すれば一定範囲内に収まっていると言え

よう。以後の実験では 0は 8゚ より大きい事に留意すべ

きである。 8= 8 °, Reo = 15. 1 x 10化いう条件におけ

る熱伝達より，後の伝熱実験はかなり低い hの範囲を

取るものと思われ， qlの最小値は50w/m2以上となるで

あろう。一方 hが最も小さい実験範囲は 8= 20゚の
Reo = 7 x即位のところにある。 8= 20゚ ではじが

甚々小さくなるのでReoをあまり小さくしない。従っ

てq¢)最大値は150w/m2以下と推定できる。 Fig.34に

はq直去による()=12゚と ()=20゚の ql算出値も一例ず

つ載っているが，上記の範囲に収まっている。

よって Kによらず実験条件Reoとf)に依らない一

定の ql，すなわち代表値り度

ql =100(w/mり (19)

と定めて以後のデータを処理した。

この値を与える時りに対する偏差△qlの最大値は50

w/m勺こ達することになる。この偏差による hの算定

への影響を相対的に小さくするために qtの大きい域

で実験をすることとした。しかし qtを大にすると△T

がlOKを越える程の値となり，自然対流の影響はわず

かであるが無視できなくなる。ここで輻射の影響は常

温付近の温度範囲ではるかに小さいと思われ，かつ見

積り困難であるので無視する。

(17 4) 



自然対流の影響は上向きの水平平板に対する Fi-
shendenの実験式(9)

Nua = 0.14(Ra)113 

2 X 107 < Ra < 3 X 1010 (20) 
を用いた。本式は自然対流乱流に対するものであり，

本実験での Raは107に達せず，適用範囲からは少しは

ずれるが，流れ場は強制的に乱流となっているので使

用するものである。

(20)式を空気の有次元熱伝達率h叶こ換算すると代表

長さに無関係な温度差△Tのみの式となり

ha = l. 73△TI/3 (21) 

で与えられる。

よって以後の hの算出には dL法に自然対流の補正

を加えた

h = Skゴ堕＿
△T 
l. 73△Tl/3 

に依ることにした。 qtはこの¢を与える元となった

(j = 8゚ の実験と同様に500w/m2以下に制限した。

3.5.4 剥離流域の熱伝達率

明瞭な剥離流域の熱伝達実験 8= 12゚， 16゚， 20゚に対

しては q度 420w/m2以上500w/m2以下のデータを主

(22) 
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Fig.35 Local heat transfer coefficients 
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に扱い(22)式をもって hを算出した。これによる hのバ

ラッキの範囲は士15％位となる。

Fig.35, Fig.36およびFig.37はそれぞれ各 0におけ

る熱伝達率の測定結果である。

いずれも温度助走区間の特性と流路拡大に伴う流速

の低下の効下で入口より下流に向って hは急激に低

下している。しかし Xi付近でその低下の度合が梢々

緩やかになるのは温度助走区間の後端域と剥離流発生
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の効果に依るものであろう。そして Xs近傍からは更

に低下の度合が減少し， 0の大きい時はむしろ増加の

傾向さえ見られる。また当然ながら Reoが大きければ

hも大きい。

Fig.38, Fig.39そして Fig.40はそれぞれhのReo

への依存関係を各TC番号，すなわち X方向の位置毎
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Fig.40 Correlation between h and Reo 

in the()＝20° diffuser. 

に見るためのものである。

上流での熱伝達率は乱流管内流における関係

hcxRecxReon n = 0.8 (23) 

によく合致する傾向を示している。

しかし下流，従って剥離流域に至る程，特に 0の大

きい程，この nの値は小さくなる傾向が出ている。し

かしこの図からのみでは剥離域でn< 0.8の傾向と断
ずることはできない。本データの整理にはりl法で q1の

範囲の中間値を如こ採っている。その事は， Reoが小

さい域，即ち hの小さい域においては実際の qぷりも

小さい¢の値となっていることを意味し， hの誤差は

大きくなる方に現われる。従って誤差の影牌の大きい

下流域では，この hとReoの関係図では n< 0.8の傾
向，傾斜が小さく現われる傾向となっていると考えら

れる。いずれにせよ Reoの範囲があまり大きくないデ

ータでnの値を求めようとすると誤差が増幅されて

危険である。しかし Fig.40の様に()=20゚ のデータの

領域ーIIIの後端では hは確に管内乱流やデイフューザ

剥離流の特性の n= 0.8からはずれる特性を顕わして
し)る o

今までのデータは全て D壁面上中心線における熱

伝達率測定値である。本装置では Table2で示した様

に， X方向 3箇処の位置で中心線に対称に Z方向の熱

伝達率の差異も測定できるようになっている。 Fig.41

に示すのはこれらの位置における熱伝達率の Z方向

の比較を示すもので，中心線位置の熱伝達率 hcentreで

正規化して百分率で示してある。熱伝達率は q心去で求

めたものである。

(176) 


